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総合評価一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項及び地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の10 

の２第３号の規定により、新潟県予算編成システム運用管理業務委託契約について、次のとおり総合評価一般競

争入札を行う。 

平成27年10月２日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 業務の名称 

  新潟県予算編成システム運用管理業務 

２ 総合評価一般競争入札の内容 

  本入札の内容については、新潟県予算編成システム運用管理業務に係る入札説明書（以下「入札説明書」と 

 いう｡)及び新潟県予算編成システム運用管理業務委託調達仕様書（以下「調達仕様書」という｡)に定めるとこ 

 ろによる。 

３ 入札説明書及び調達仕様書を交付する期間及び場所並びに本入札に関する問合せ等 

(1) 交付期間 

   平成27年10月２日（金）から平成27年10月16日（金）まで（新潟県の休日を定める条例（平成元年新潟県 

  条例第５号）第１条第１項各号に規定する日を除く｡)の各日の午前８時30分から午後５時15分まで 

(2) 交付場所 

   新潟県総務管理部財政課総括担当（新潟県新潟市中央区新光町４番地１） 

(3) 質問書の提出 

   入札説明書に定めるところによる。 

４ 本入札に係る参加資格の確認 

  本入札に参加することを希望する者は、以下に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等を提出し、 

 新潟県知事の確認を受けなければならない。 

  この場合において、以下に定めるところに従わなかった者及び下記６に定める資格がないと認められた者は、 

 本入札に参加することができない。 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の提出 

  ア 提出期限 平成27年11月６日（金） 午後５時15分まで 

  イ 提出場所 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

         新潟県総務管理部財政課総括担当 

  ウ 提出方法 本人（法人にあっては代表権限を有する者。共同企業体にあっては代表構成員（代表構成員 

   が法人の場合は、当該法人の代表権限を有する者)｡以下同じ｡)又はその代理人の持参による。 

  エ 提出書類 入札説明書による。 

(2) 参加資格の確認結果の通知 

   本入札に係る参加資格の確認結果については、競争入札参加資格確認申請書等を提出した者にそれぞれ書 

  面で通知するので、競争入札参加資格確認申請書等を提出した者は、次に定めるところにより確認結果通知 

  書の交付を受けること。 

  ア 通知日時 平成27年11月13日（金） 午後４時 

  イ 通知場所 (1)イに定める場所 

５ 入札執行の日時及び場所 

(1) 日時 平成27年11月30日（月） 午前10時 

(2) 場所 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

      新潟県入札室 

６ 入札に参加する者に必要な資格 

  本入札に参加できる者は、一の個人又は法人若しくは共同企業体であって、それぞれ次に掲げる要件すべて 

 を満たしている者でなければならない。 

(1) 個人又は法人 

  ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

  イ 次のいずれにも該当しない者であること。 

   (ｱ) 民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく民事再生手続開始の申立てをされている者。 

   (ｲ) 平成27年10月２日時点において会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更正手続開始の申立てを 

    されている者。 
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  ウ 新潟県に事務所又は事業所を有する者にあっては新潟県の納税証明書（平成27年10月２日以降に未納が

ないことを証明したものに限る｡)を提出した者であること。 

  エ 調達仕様書における「７ 応札条件(1)ア、オ、カ及びキ」の実績を有する者であること。 

  オ 本入札に係る入札説明書の交付を受けている者であること。 

  カ 本入札に関して､(2)に定める共同企業体の構成員となっていない者であること。 

  キ ４に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等を提出し、本入札に係る参加資格を有すること 

   について新潟県知事から確認を受けている者であること。 

  ク 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係 

   を有する者でないこと。 

(2) 共同企業体 

  ア (1)アからエに掲げる要件のすべてを満たす個人又は法人により自主的に結成されたものであり、構成員 

   間で次の事項を定めた協定書を締結していること。なお、締結した協定書又はその写しと共同企業体一覧 

   表を一部提出すること。 

   (ｱ) 目的 

   (ｲ) 共同企業体の名称 

   (ｳ) 構成員の名称及び所在地 

   (ｴ) 代表者の名称、権限 

   (ｵ) 構成員間の出資割合 

   (ｶ) 各構成員の責任 

   (ｷ) 取引金融機関 

   (ｸ) 業務履行中における構成員の脱退に関する措置 

   (ｹ) 業務履行中における構成員の破産又は解散に対する措置 

   (ｺ) 共同企業体解散後の瑕疵担保責任 

   (ｻ) その他必要な事項 

  イ 構成員の数が４者以内であること。 

  ウ 共同企業体の代表者が､(1)オ及びカに掲げる要件を満たしていること。 

  エ 共同企業体の出資比率が最大である者が代表者であること。ただし、出資比率が最大の者が複数ある場 

   合は、いずれかの者が代表者となること。 

  オ 共同企業体を構成するいずれの者も、本入札に参加する他の共同企業体の構成員となっていないこと。 

  カ ４に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等を提出し、本入札に係る参加資格を有すること 

   について新潟県知事から確認を受けている者であること。 

  キ 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係 

   を有する者でないこと。 

７ 無効入札 

  次に掲げる入札のいずれかに該当する入札は、これを無効とする。 

(1) 入札に参加する者に必要な資格のない者及び競争入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載をし、これを提 

  出した者がした入札 

(2) 新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号。以下「財務規則」という｡)第62条第１項各号に掲げる入札 

(3) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をしたと認められる入 

  札 

８ 入札保証金 

  財務規則第41条の規定に基づき、自己の見積もった契約希望金額の100分の５に相当する金額（当該金額に１ 

 円未満の端数があるときは、その端数を切り上げるものとする｡)以上の金額とする。ただし、財務規則第43条 

 第１号に該当する場合は免除する。 

  なお、複数の方法による保証は認めない。 

９ 契約保証金 

  財務規則第41条の規定に基づき、契約金額の100分の10に該当する金額（当該金額に１円未満の端数があると 

 きは、その端数を切り上げるものとする｡)以上の金額とする。ただし、財務規則第44条第１号に該当する場合 

 は免除する。 

  なお、複数の方法による保証は認めない。 

10 入札手続等 



3 

(1) 入札の方法 

   次のいずれかの方法によること。 

  ア 本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書を提出すること。ただし、代理人が持参する場合は 

   委任状を持参すること。 

  イ 本人が作成した一の入札書を封書の上、３(2)に定める問合せ先を宛先とした配達証明付きの書留郵便（封 

   筒を二重とし、外封筒に「入札書在中」の朱書きをし、中封筒に１の業務名及び５(1)の入札執行日時を記 

   載したものに限る｡)をもって、５(1)の入札執行日前日の午後５時15分までに到着するよう郵送すること。 

(2) 入札書の名義人 

   本人（入札書を入札執行時に持参する場合は、本人又は代理人）に限る。 

(3) 入札書の記載 

  ア 使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く｡)及び日本国通貨とする。 

  イ 落札者決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した額（当 

   該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするので、 

   入札者は消費税及び地方消費税にかかる課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、自己の見積も 

   った契約希望金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

(4) 落札者の決定 

   本公告に示した競争入札参加資格を有すると当県が判断した入札者であり、かつ予定価格の制限の範囲内 

  の価格をもって申込みをした者のうち、別紙落札者決定基準により当県にとって最も有利な申込みを行った 

  者を落札者とする。 

  〈落札者決定基準〉 

  ア 技術点及び価格点の和が最高の者を落札者とする。 

    合計点が最高の者が２者以上あるときは、くじ引きにより落札者を決定する。 

  イ 技術点及び価格点は、別紙評価基準表に基づき、新潟県予算編成システム運用管理業者総合評価委員会 

   が採点する。 

    なお、技術点の採点の前に、入札説明書に基づき別途提出する企画提案書について、各入札参加者が新 

   潟県予算編成システム運用管理業者総合評価委員会に対し内容説明（プレゼンテーション）を行うものと 

   する。 

11 その他 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等及び企画提案書の取扱い 

  ア 競争入札参加資格確認申請書等及び企画提案書の作成に要する費用は、提出者の負担とする。 

  イ 提出された競争入札参加資格確認申請書等及び企画提案書は、提出者に無断で使用しない。 

  ウ 提出された競争入札参加資格確認申請書等及び企画提案書は、返還しない。 

(2) その他 

  ア 契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語（契約当事者に関する記載部分を除く｡)及び日 

   本国通貨とする。 

  イ この公告に定めるもののほか、本件の入札及び契約の内容に関しては、財務規則その他新潟県知事の定 

   める規則、日本国の関係法令の定めるところによる。 

  ウ 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」の提出が必要となる｡(提出がないときは、契 

   約を締結しない場合がある｡) 

    なお、新潟県予算編成システム運用管理業務入札参加資格者で、資格審査申請時に当該誓約書を提出済 

   みの者は提出不要とする。 

  エ その他詳細は入札説明書による。 
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１ 概要 
  新潟県（以下「本県」という。）における「予算編成システム運用管理業務委託」の調

達（以下「本調達」という。）に係る落札者の決定については、本資料によるものとする。

 
２ 落札者決定基準 
  次の(1)から(3)の要件をすべて満たしている者のうち、「３ 総合評価点の算出方法」に

よって得られた総合評価点の最も高い者を落札者とする。なお、総合評価点が最高の者

が２者以上あるときは、くじ引きにより落札者を決定する。 
(1) 入札説明書に定める競争入札参加資格をすべて満たしていること。 
(2) 別添「評価基準表」において明示する「評価区分」のうち、必須項目の要件をすべ

て満たしていること。 
(3) 入札価格が予定価格の範囲内であること。 

 
３ 総合評価点の算出方法 
  本調達における総合評価点は、入札者の技術的要件に係る得点（以下「技術点」とい

う。）と、入札者の入札価格に係る得点（以下「価格点」という。）の合計値により算出

する。 
 
 
 
 
 
(1) 得点配分 
   技術点と価格点の配分は次のとおりとする。 
 
 
 
 

技術点 500 点

価格点 250 点

 
総合評価点 技術点 価格点 ＝ ＋ 
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(2) 技術点の算出 
ア 技術点の算出 

   技術点は、基礎点及び加点により構成される評価点の合計値とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
   なお、各入札者に与える技術点は、本県が「新潟県予算編成システム運用管理業者

総合評価委員会設置要綱」に基づいて設置する「新潟県予算編成システム運用管理業

者総合評価委員会」（以下「評価委員会」という。）の各委員によって算出された技術

点の平均点（少数点以下第１位を四捨五入したもの）とする。 
ただし、評価委員の過半数の者が、企画提案書の内容が別添「評価基準表」に示す

必須要件を満たしていないと判断した場合、その企画提案書を失格とし、技術点は一

切与えない。 
 
イ 評価点の算出 

評価点を構成する基礎点及び加点は、以下のとおり算出する。 
（ア）基礎点の算出 

 基礎点は、別添「評価基準表」の細項目のうち、評価区分が「必須」とある事項

について設定されている。このうち、企画提案書の内容が別添「評価基準表」に示

す要件を満たす場合に「基礎点」を付与するものとする。 
 

 
 
 
 
 

技術点 ＝ 評価点 

基礎点 加点 ＝ + 

の合計値 

評価点 
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（イ）加点の算出 
加点は、別添「評価基準表」の細項目のうち、評価区分が「任意」とある事項に

ついて設定されており、企画提案書の内容に応じて付与するものとする。評価につ

いては、以下に示す評価ランクに従うものとし、ＡからＥの５段階で評価を行う。 
 
評価ランク 企画提案内容 加点 
Ａ 非常に優れている 配点の 100% 
Ｂ 優れている 配点の 70% 
Ｃ 普通 配点の 50% 
Ｄ やや劣る 配点の 20% 
Ｅ かなり劣る 配点の 0% 

 
 【加点算出例】 
   別添「評価基準表」内の細項目「適切な要員数、配置が確保されている。（配点 25）」

に関して、評価ランク B の評価を受けた場合の加点 
   → 25×0,7=17.5 

  ⇒少数点以下第１位を四捨五入し、18（点） 
 
※ 評価基準表「2 業務実績等 (3)及び(4)」について 
  評価基準表の評価区分が「任意」となっている細項目については、原則として上

記のとおり、提案内容に応じて A～E のいずれかの評価をするが、評価基準表「2 業
務実績等 (3)及び(4)」については、以下のとおり評価を行う。 
 ・「2 業務実績等 (3)及び(4)の評価方法： 
  企画提案書の内容が評価基準表の細項目の要件を満たしていれば 10点を付与し、

 要件を満たしていなければ 0 点とする。 
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 (3) 価格点の算出 
価格点は、入札額が予定価格の範囲内である場合に、以下の式に基づいて算出する

ことを基本とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ただし、入札者が２者の場合は、以下の式に基づいて価格点を算出する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   入札者が１者のみの場合、又はすべての入札者の入札額が同額の場合は、価格点を

一律 125 点とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

価格点 

偏差値

価格点の満点(250 点) 

＝ 

×

入札額の平均入札額 
-10 ×

50 + 

標準偏差 

－ 

100 

偏差値 

＝ 

標準偏差 

入札額の平均

入札者数 

入札額 － の 2 乗 の全入札者分 
の総和 

の平方根 ＝ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

価格点 
価格点の満点 

(250 点) 

修正偏差値

×

100 

2×＝ 

価格点の満点 

(250 点) ×+ 1

入札額

－
予定価格 

÷ 3 

修正偏差値 ＝ 50 －

偏差値 の差の絶対値 

2

×
入札額 他者の入札額 －

予定価格 
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４ 技術点及び価格点の採点者 
  技術点及び価格点の採点は、評価委員会が行う。  
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評　価　基　準　表

技術点

基礎点 加点
評価点の

満点

１ 基本姿勢
（10点） (1)

本県における予算編成システムの安定稼動の重要性を十分認識し、責任をもって運用
管理業務を遂行する姿勢が示されている。

必須 5 - 5

(2)
運用管理業務の遂行過程で発生する課題とその対応策が、事業者の実績や経験を踏
まえて記述されている。

必須 5 - 5

２ 業務実績等
（80点）

(1)
地方自治体などの公共団体における500名以上の利用者が利用する予算システムの
開発業務及び運用管理業務の実績がある。

必須 5 - 5

(2)
都道府県、政令指定都市における予算システムの開発業務及び運用管理業務の実績
の程度。

任意 - 0～20 20

(3) ＩＳＯ９００１の認証を取得している。 任意 - 10 10

(4)
ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１の認証を取得している、もしくはプライバシーマークの使用許諾を得
ている。

任意 - 10 10

(5)
ＡＩＳＴ包括フレームワークを使用して開発された情報システムの運用管理業務の実績も
しくは開発業務の実績を有している。

任意 - 0～10 10

(6) Web方式のネットワークシステムの開発業務、運用管理業務の実績がある。 必須 5 - 5

(7)
本システムで使用されているオペレーティングシステム、データベース、運用管理ソフト
を使用した情報システムの開発業務及び運用管理業務の実績がある。

必須 5 - 5

(8) COBOL、Java、Java Scriptを使用した情報システムの開発業務の実績がある。 必須 5 - 5

(9)
会社規模や業務実績から、本調達範囲を超える大規模なシステム改修が必要となった
場合でも、実施体制を整備して本システムの改修や動作検証等必要な対応を行い得る
事業者であると認められる。

任意 - 0～10 10

３ 実施体制
（145点） (1) 適切な要員数、配置が確保されている。 任意 - 0～20

(2) 上記(1)のうち、県庁内に常駐できる要員が確保されている。 必須 5 -

(3) 事業者の十分なバックアップ体制が確保されている。 任意 - 0～25 25

(4)
調達仕様書「7 応札条件　(2) 要員の資格及び経験等　ア 管理責任者」に示す要件を
満たしている。

必須 5 -

(5) 上記(3)に示す要件をすべて満たした上で、さらにそれ以上の資格、経験等がある。 任意 - 0～20

(6)
調達仕様書「7 応札条件　(2) 要員の資格及び経験等　イ SE」に示す要件を満たしてい
る。

必須 5 -

(7) 上記(5)に示す要件をすべて満たした上で、さらにそれ以上の資格、経験等がある。 任意 - 0～20

(8)
調達仕様書「7 応札条件　(2) 要員の資格及び経験等　ウ オペレータ」に示す要件を満
たしている。

必須 5 -

(9) 上記(7)に示す要件をすべて満たした上で、さらにそれ以上の資格、経験等がある。 任意 - 0～20

(10)
事業者と県の役割分担、責任の所在等が明確になっている。
（特に共通基盤システムとの作業項目の切り分けができている。）

任意 - 0～10 10

(11) 地元事業者の活用が図られている。 任意 - 0～10 10

４ 要員育成計画
（40点）

1 (1) オ (1)
運用管理業務を円滑に開始することを可能とする、適切な要員育成計画案が示されて
いる。

任意 - 0～40 40

(1) 障害からの素早い復旧について、監視方法等の有効な対策が提案されている。 任意 - 0～30

(2)
障害からの素早い復旧について、業務ソフトウェア障害等への対応方法の有効な対策
が提案されている。

任意 - 0～30

(3) 大規模災害時における素早い復旧について有効な対策が提案されている。 任意 - 0～10

６ 管理業務
（40点） 1 (1) キ (1)

運用管理業務を確実に遂行するための各種管理業務の実施方法が具体的に示されて
いる。

任意 - 0～40 40

(1)
運用管理業務を実施する上で情報セキュリティを確保するための対応策について、具
体的な提案がある。

任意 - 0～25

(2)
運用管理業務において想定される脅威を定義し、リスク回避・軽減のための対応方法
が示されている。

任意 - 0～25

８ 提案
（35点） 1 (1) ケ (1)

調達仕様書とは別に、予算編成システムの品質向上及びリスク軽減等に資する事業者
独自の提案が示されている。

任意 - 0～35 35

(1) 全体経費について、提案内容とバランスのとれた内容となっている。 任意 - 0～15 15

(2) 要員ごとの工数、単価、その他経費が示されており、その内容が妥当である。 任意 - 0～15 15

50 0～450 500

５ 障害対応
（70点）

1 (1) カ

７ 情報セキュリ
ティ対策
（50点）

1 (1) ク 50

70

25

25

９ 全体経費
（30点）

技術点（満点）

評 価 項 目
企画提案書作成
要領該当項目

細 項 目 評価区分

25

1 (1) イ

1 (1) ウ

1 (1) エ

1 (1) コ

25
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